
埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務委託に関する公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

   埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務委託について、委託事業者からのプロポーザル

（企画提案）により、委託事業者の業務遂行能力や見積額等を総合的に審査し、最も適格な事業者を

選定する。 

 

２ 企画提案書の提出を求める事項 

（１）企画提案書の提出を求める業務の名称 

    埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務 

（２）就業場所 

    埼玉県議事堂（さいたま市浦和区高砂３－１５－１）  

（３）委託期間 

    令和５年９月１日から令和９年５月３１日まで 

    ただし、翌年度以降において、埼玉県の歳入歳出予算の当該契約の金額について減額又は削除 

   があった場合は、当該契約を解除する。 

（４）業務内容 

    別紙「業務委託共通仕様書」「埼玉県議会議員控室等接遇業務特記仕様書」「埼玉県議会議事堂

警備業務特記仕様書」のとおり 

（５）前回契約額（参考） 

    １３４，４００，０００円（税抜）（R1.6.1～R5.5.31） 

※ 本業務には別途予定価格が定められており、「埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備

業務に関する企画提案書」（第２号様式）に記載される「見積額」が予定価格以内である場

合に審査への参加及び契約を可能とする。「見積額」が予定価格を超える場合は審査を行わ

ない。 

 

３ 企画提案書を提出する者に必要な資格 

  企画提案書を提出することのできる者は、（１）～（９）までに掲げる条件をすべて満たす者とする。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する者でないこと。 

（２）埼玉県財務規則（昭和３９年埼玉県規則第１８号。以下「財務規則」という。）第９１条の規

定により、埼玉県の一般競争入札に参加させないこととされた者ではないこと。 

（３）本件の企画提案書等の提出から契約先候補者の決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参

加停止等の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参加停止措置を

受けていない者であること。 

（４）提案書の提出期限までに、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成２１年４月１日付け

入審第９７号）に基づく入札参加除外措置を受けている者でないこと。 

（５）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者でな

いこと、又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申立てがなされて

いる者でないこと。ただし、会社更生法に基づく更生計画、又は民事再生法に基づく再生計画の

認可を受けている者はこの限りではない。 



（６）令和５・６年度埼玉県物品等競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）の業種

区分「建築物の管理に関する業務」のＡ等級に格付された者のうち、営業品目（大分類）が「管

理業務」かつ「運転業務」、営業品目（小分類）が「人間警備」かつ「電話交換」に登録された

者であること。 

（７）過去５年以内に、国（公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令（平成１３

年政令第３４号）第１条に規定する法人を含む。）又は地方公共団体（埼玉県が出資する指定出

資法人を含む。）が所有し、又は管理する施設の接遇（受付・電話交換）業務または人間警備業

務を履行した実績があること。 

（８）法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税を滞納している者でないこと。 

（９）会社法に規定された親会社及び子会社など資本関係又は人的関係がある者同士が、本プロポー

ザルには参加していないこと。参加が確認された場合はいずれも無効とする。 

 

４ 企画提案書等の提出 

（１）提出書類及び提出部数 

提出書類 

①「埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務に関する公募型プロポーザル」企画提案

書等の提出について（第１号様式） 

②埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務に関する企画提案書（第２号様式） 

 ※ 企画提案書作成にあたっては、フォントを 10.5 ポイント以上としてください。 

   また、自社制作のリーフレットなど資料を添付しても構いません。 

③接遇（受付・電話交換）業務・人間警備業務に係る履行実績書（第３号様式） 

 ※ 過去５年以内に埼玉県内において、国又は地方公共団体が所有し、又は管理する施設の 

   接遇（受付・電話交換）業務・人間警備業務を履行した実績を記載してください。 

④接遇（受付・電話交換）業務・人間警備業務に係る履行実績を有することを証明できる書類 

 ・契約を証明する書類 

 （例）契約書の写し等 （契約の相手先、契約期間、請負金額、業務内容がわかる部分） 

 ・履行を証明する書類 

 （例）発注者が交付した検査結果通知の写し等 

⑤会社概要（会社案内、パンフレット等） 

⑥個人情報の保護や業務上知り得た秘密の漏洩防止に関して、会社の内部規定がある場合はそ

の写し。 

 従業員との間に情報保護に関する契約等がる場合はその様式の写し。 

⑦危機管理マニュアル等がある場合はその写し。 

 従業員への周知方法及び周知時期が記載されたものがある場合はその写し。 

 

（２）提出方法 

   電子メール、持参、郵送のいずれかで「（３） 提出先」に送付すること。 

  ・電子メールの場合 

    電子データの容量が 10MByte（メール本文含む）を超えるものは、本県側で受け取ることが 

    できないため、別途県に送付方法について相談をすること。 



   ・持参、郵送の場合 

     紙資料は８部提出すること。 

     企画提案書は必ず電子データも提出すること。 

     ※ 受付期限までに紙資料が届いていれば、受付期限内の提出として扱うが、 

       ８月４日（金）までに電子データを提出すること。 

 （３）提出先 

  ・電子メールの場合 

    以下のメールアドレスあてに提出すること。なお、件名は以下とする。 

    メール送信後に必ず到達確認の電話をすること。 

    （メールアドレス）a6210-02@pref.saitama.lg.jp 

    （メールの件名） 【提案書等】接遇・警備業務委託 

    （電話） ０４８－８３０－６２２１ 

  ・持参・郵送の場合 

    埼玉県議会事務局総務課管理担当 

    （住所）〒330-9301 

        埼玉県さいたま市浦和区高砂３－１５－１（議事堂１階） 

（４）提出期限 

   令和５年８月３日（木）（必着） 

   ※提出後における企画提案書の追加及び変更は認めない。 

   

５ プレゼンテーションの実施 

（１）日  時 令和５年８月１０日（木）（詳細な時間については別途通知する。） 

（２）場  所 埼玉県議会議事堂１階 総務課分室 

（３）出 席 者 参加者は３名以内とする。 

（４）実施方法 プレゼンテーション 20 分以内、質疑応答は概ね 30 分とする。 

（５）そ の 他 プロジェクター、スクリーン等の使用は認めない。 

 

６ 契約先候補者の決定 

  埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務委託に係る委託候補事業者選定委員が、プレゼン

テーション後、審査基準に基づき、業務実施、業務の質の確保及び業務従事者の安定的・継続的配置、

個人情報保護及び秘密保持に関する対応、危機管理体制、SDGｓへの取組、適正な見積額等を評価・

採点し、総合点が最も高かった提案者を契約先候補者（以下「候補者」という。）に決定する。 

 

７ 審査結果 

（１）審査結果は、全ての提案者に電子メールで通知する。 

（２）審査経緯は公表しない。 

（３）審査結果に対する異議申立ては受け付けない。 

 

８ 契約の相手方の決定方法 

  候補者と業務履行に必要な具体的な協議を行い、協議が整った場合は、候補者から改めて見積書を



徴収し、見積書の内容を精査の上、随意契約による委託契約を締結する。    

なお、候補者の辞退や協議が整わない場合及び当該候補者が契約を締結するまでの間に、３に定め

る条件に該当しなくなった場合は、当該候補者に対してその資格を取り消す旨の通知をした後、総合

点が２番目に高かった者を新たに候補者とし、改めて協議を行う。 

 

９ 公募型プロポーザルに関する質問 

  質問は、「埼玉県議会議員控室接遇業務及び議事堂警備業務に関する公募型プロポーザルについて

の質問票（第４号様式）」により、令和５年７月２１日（金）までに、電子メールにより、埼玉県議

会事務局総務課管理担当まで提出すること（提出先は、４（３）参照）。 

  質問に対する回答は、令和５年７月２６日（水）までに県ホームページに掲載する。 

 

10 その他 

（１）提出書類は返却しない。 

（２）提案のための費用は、提案者の負担とする。 

（３）契約の相手方は、契約保証金として、契約金額に契約保証金の率（100 分の１以上）を乗じた額

を納付するものとする。ただし、財務規則第８１条第２項の規定に該当する場合は、免除する。 

（４）提出書類に虚偽の記載がある場合は、失格とする。 

（５）この公募型プロポーザルに係る一連の手続き及び契約等に関する手続において使用する言語及び

通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

（６）提出された書類等は、埼玉県情報公開条例（平成１２年埼玉県条例第７７条）に基づき開示する

場合がある。 

 

11 問い合わせ先 

   埼玉県議会事務局総務課管理担当 

   ＴＥＬ ０４８―８３０―６２２１ 

   ＦＡＸ ０４８―８３０―４９２１ 

   E-mail  a6210-02@pref.saitama.lg.jp 


